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平成30年度 政務調査研究報告書      （様式Ｃ） 

会 派 名 日本共産党 支出伝票№  

事 業 名 野洲 （やす）市の生活再建事業の取り組み、「野洲市債権管理条例」についての調査 

事業区分（該当へ○） 
① 調査研究費 ②研修費   ③広報費   ④広聴費  ⑤陳情等活動費  

⑥会議費    ⑦資料作成費 ⑧資料購入費 ⑨人件費  ⑩事務所費 

(１) この事業の目的：どんな課題を解決するため あるいは誰・何を対象に何を意図するのか 

・飯田市の滞納整理の実態と比較し、滞納者の生活債権と滞納の解決を図る方策を探る。 

 

 

(２) 実施概要 

調査・研修の場合の

実施日時と 

訪問先・主催者 

日時 訪問先・主催者等 

平成 ３０年 ８月 ９日 (木) 

１０時００分～ １２時００分 

滋賀県野洲市役所 

 

報

告

内

容 

・ 

実

施

し

た

こ

と 

１ 滋賀県野洲市の概要 

野洲市は平成 16 年 10 月 1 日、旧中主町と野洲町が合併して誕生 

・飯田市との比較 

    野洲市                 飯田市 

人口：５０，８７７人（2018 年 4 月 1 日）  １０１，５８１人（2018 年３月末） 

世帯数：１９，７６４世帯（2018 年 4 月 1 日）  ３９，７３５世帯（2018 年３月末） 

高齢化率：２５．４％（2018 年 4 月 1 日）     ３０．８％（2016 年 10 月） 

 面積：８０．１４㎢              ６５８．６６㎢ 

 人口密度：６２３人（2015 年国調）         １５４人（2015 年国調） 

 職員数（2016 年度、臨職除く合計）：３９７人     ７１７人 

財政状況（2016年度） 

 歳出総額：２０４億７千万円余         ４４６億７千万円余 

 うち人件費：1863％               156６％ 

   扶助費：1861％               196１％ 

   公債費：1468％               116０％ 

   物件費：1662％               126７％ 

   補助費等：769％               166４％ 

   投資的経費：1168％             126３％ 

   財政力指数：06８３             06５３ 

   実質公債費比率：136６            76９ 

   将来負担比率：206０             116２ 

   経常収支比率：9562％            906４％ 

   徴収率 

    市民税（現年）：9963％          996６％ 

        （計）：9668％          996０％ 

 純固定資産税（現年）：9965％          996４％ 

        （計）：9765％          986３％ 

    合計 （現年）：9964％          996５％ 

        （計）：9762％          986７％ 

議員数    定員１８人              ２３人 

 

２ 視察内容 

（１） 野洲市生活再建事業の取り組みについて 

① 野洲市市民生活相談課が中心になり相談体制を充実 

 以下の図のような業務機能を持ち、充実した相談体制をとっている。 
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野洲市市民生活相談課の業務体制 

 

 

 

② 野洲市の多重債務者を救済する体制について 

・野洲市では次ページの図の体制で多重債務者を支援している。 

・図にあるように市民生活相談課が中心になり各課と連携し、解決を図っている。 

・野洲市の場合、税の滞納した市民は、多重債務もあるかも知れないという考えを持って解決にあ

たっている。 

・野洲市市民生活相談課は、弁護士等の法律家との繋がりが強い。 

 

 

生活困窮相談 

（自立相談支援事業） 

住居確保給付金 

総合相談窓口 

家計相談支援 

（自立相談と一体的実施） 

消費生活相談 学習支援 

（一部委託） 

市民相談 

やすワーク 

法律相談 

税務相談 

専門相談 多機関の協働による 

包括的支援体制構築事業 

行政書士相談 

行政相談 

＜職員体制＞ 
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③ 野洲市の相談窓口の特徴 

・野洲市では次のような考えで困窮者支援に取り組んでいる。 

   ◆伸びようとする市民や企業の成長を支える。 

      ◆困難な状況にある市民や企業の自立を支える。 

      ◆秩序と安全を守ること。 

            �  

     一人を伸ばせない制度は、制度ではない！ 

   ・市民生活相談課➡おせっかいが基本で対応 

    ◇市民生活相談課に相談体制を集約したため、ワンストップで相談を受けられる。 

    ◇滞納の情報も市民生活相談課に寄せられ、相談が始まる体制になっている。 

    ◇各課と連携して解決を図る 

    ◇外部の法律家や医療機関、地域などとの連携がある。 

    ◇国からの補助を受けて困窮者支援に取り組んでいる 

     ⅰ野洲市生活困窮者自立相談支援事業（１/4 補助）包括的・継続的な支援を行う 

     ⅱ野洲市「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業（3/４補助）他機関の共同による 

包括的支援体制構築事業 

     ⅲ野洲市住宅確保給付金事業（１/４補助）住宅を失った就労可能な離職者に住宅家賃を支給 

 

（２）野洲市債権管理条例について 

 ①制定の背景 

 ・債権放棄の規定 

 ・滞納している市民の状態を総合的に把握 

    →生活困窮者の発見と生活再建に向けた支援へ繋げる 
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    →市民生活を壊してまでは回収しない 

    →滞納を市民生活支援のきっかけにする 

②野洲市債権管理条例の特徴 

 ・徴収停止（野洲市債権管理条例第６条） 

   →「生活困窮」を理由に徴収停止が出来る 

   →地方自治法施行令にはない条項を入れた 

 ・債権放棄（野洲市債権管理条例第７条） 

   →「生活困窮」を理由に債権放棄ができる 

  これら（６条・７条）は飯田市債権管理条例にはない 

 ・債権管理審査会 

   →私債権放棄のための債権管理審査会に市民生活相談課長も参加 

   →生活困窮者支援の視点をここでも入れる 

 ・一元管理 

   →納税推進課 徴収困難な債権（主に私債権と非強制徴収権）について各所管課から債権の移管

を受けて管理している 

   →債権所管課 生活再建にかかる支援を踏まえた納付指導 

          市民生活相談課との連携（野洲市債権管理条例施行規則第６条） 

 ③債権管理事務の効果 

 ・なぜ今生活困窮者対策か 

  →差し押さえによる一時的な徴収よりも、生活再建を経て納税していただく方が、長期的な納税額

が大きい。 

  →頼りがいのある行政：市民生活の安定こそが今後の長期的な納付意欲の向上につながる。 

      （行政こそが市民にとってのファイナルディフェンスライン） 

 ・業務の効率化 

  →差し押さえよりも債務整理の方が納税額を生み出しやすい。 

   実績：H28 年度の差し押さえ １０２件（７，１４６，３０６円を換価） 

      H28 年度の多重債務    ９人（２，０９６，９２６円を税金等へ充当） 

 ④債権管理事務の課題 

 ・情報の共有化 

  →私債権や非強制徴収公債権⇨限られた調査権しかない 

 ・税情報の活用が難しい 

  →地方税法第２２条による守秘義務の壁 

    他自治体からの情報提供が困難 

    納税者の生活状況を総合的に判断できない 

   現在情報→生活困窮者自立支援法←6 月改正 10 月施行 債権の情報を共有できるよう改正 

 

○次ページ以降に野洲市の市税収納状況一覧と、市税差し押さえ等の実績について掲載する 
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感
想

（ま
と
め
）
・
市
に
活
か
せ
る
こ
と

・滞納に対する考え方が飯田市と違い、滞納を解決するために力を注いでいる。 

・野洲市は滞納の裏にある生活困窮の状況を把握しようとする努力が払われている。 

・差し押さえの強化は一時的な対策にしかならず生活を再建した方が、長期的に納税額が高いとして野洲市

は取り組んでいる。このことを飯田市は認識すべき。 

・充実した相談体制をワンストップで取り組んでいる。飯田市でも消費生活センターの体制を充実させる必

要がある。 

 

 

 

（３）この事業実施後の対応及び方向性 

例 ・これを参考とし、会派所属後藤議員の一般質問を行った。 

   ・会派の次年度予算案に関する提言の参考とした。 

   ・飯田市における「市税徴収事務事業、或いは滞納の課題」への対応の参考とした。 

  ・会派として調査継続中。 


